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事業事前評価表(技術協力プロジェクト) 

作成日：平成 20年 6月 6日 

担当理事：松本有幸 

担当部：地球環境部 

１．案件名 

マダガスカル国「アッチモ・アンドレファナ県における給水施設維持管理能力と衛生行

動改善」計画 

２．協力概要 

(1) プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

本案件は「アッチモ・アンドレファナ県下 4郡の対象地域における給水施設維持

管理能力と衛生行動が改善する」ことを目標としている。そのために、①対象地域

において日常的に給水施設の維持管理を担っている「水管理委員会の給水施設の運

営・維持管理能力が向上する」こと、②県村落部の給水施設建設・修繕・維持管理

サービスを提供する「エネルギー省県支局(DIRE)及び対象地域の水管理委員会の技

術者の修理・更生能力が向上する」こと、③県内全域で衛生啓発活動及び衛生教育

を実施している「行政機関（学校・保健センター等）の衛生啓発行政が改善する」

こと、さらに④対象地域での 10 ヶ所のパイロット・プロジェクトから「地域住民

の衛生意識と行動が改善する」グット・プラクティスを形成し、⑤これを関係諸機

関にセミナー等を通じて「プロジェクトの成果・教訓が県内及び国内で共有する」

ことによって、目標の達成を目指すものである。 

(2) 協力期間：2008 年 9月 1日から 2010 年 8 月 31 日 (2 年間) 

(3) 協力総額(日本側)：約 1.8 億円 

(4) 協力相手先機関：エネルギー省アッチモ・アンドレファナ県支局 

(5) 国内協力機関：特になし 

(6) 裨益対象者及び規模等： 

① 直接裨益者：41,566 人 

エネルギー省アッチモ・アンドレファナ県支局(DIRE)  6 人 

教育省アッチモ・アンドレファナ県支局(DREN SEG) 2 人 

学区事務所(CISCO) 県内 9事務所×2人 18 人 

地区教育事務所(ZAP) 県内 88事務所×1人 88 人 

公立小学校教員 県内 827校×2人  1,654 人 

保健省アッチモ・アンドレファナ県支局(DRS) 2 人  2 人 

保健省郡事務所(SSD) 県内 9事務所×1人 9人 

保健センター(CSB) 県内 171 センター×1人 171 人 

ボランティア保健普及員  1,700 人 

直接対象村落住民 37,916人 

② 間接裨益者：1,018,500 人（アッチモ・アンドレファナ県全体） 
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３．協力の必要性・位置付け 

(1) 現状及び問題点 

マダガスカル国（面積 587 千 km2、人口 17.5 百万（2007 年））は、アフリカ大

陸の東南海岸から 500km のインド洋上の島国である。高原・山地地帯は温帯、沿

岸部は熱帯モンスーン気候であり、東・中央部は年間降雨量 2,000-3,500mm と恵

まれているが、北西部から西部にかけて 1,500-500mm と降雨量が減少し、乾燥気

候となっている。 

基幹産業は農業で、就労人口の 73%を占める。また貧困ライン以下の人口割合

は、61%(1990-2004）、一人あたりの GNI は 290 ドル、人間貧困指数は途上国 102

ヶ国中 66位（2006 年）となっている。村落人口の 71%が飲料水へのアクセスが困

難であり、さらに 81%が安全な水へのアクセスが困難である。 

本案件の対象地域となるアッチモ・アンドレファナ県は、年間降雨量 400-500mm

と水資源に乏しく、地域住民は浅井戸、沼、河川、天水等の水源を主に利用して

いる。なお、一部地域では日本の無償資金協力で建設された深井戸も活用されて

いる。同国政府は、この地域の「安全な水」の確保を国家の最優先課題のひとつ

と位置づけている。 

我が国は、水分野での協力を 20年以上継続してきており、特に本案件の位置す

る南部地域では開発調査「地下水開発計画」(1989-1991）を実施後、50村落につ

いて無償資金協力「南西部地下水開発計画」（1992-1994）による給水施設建設を

実施している。しかしながら、新規の施設整備を進める一方で、既存の給水施設

が故障等により、継続的に運用されていない村落もあるため、当初の計画どおり

には給水率が改善されていないことが課題となっている。 

既存施設が円滑に稼動していない理由としては、手近にある水路や溜り水を利

用すると水料金を払わずに済むということや、また、井戸のポンプを稼動させる

ディーゼル・エンジンの燃料代が徴収できず運転が滞り、バッテリーが老朽化し

て発電機の運転ができなくなったケースもある。 

かかる事情を踏まえ、2006 年には 2回にわたり、合計 6ヶ月間、水供給体制強

化の総合フォローアップとして短期専門家が派遣され、給水施設のインベントリ

ー調査、NGO への業務委託による水管理委員会の再組織化・活性化の指導、学校

教員への衛生教育研修、マスメディアによる衛生改善キャンペーンの他、一部の

井戸の修理も行った。同時に、水道料金設定・徴収等水管理委員会の能力向上、

機械技術者や井戸掘削技術者への研修の実施、衛生啓発活動の改善などが課題で

あることが明らかとなった。 

そこで、エネルギー省は、地方における既存給水施設のリハビリと住民による

持続的な維持管理と能力の強化を目的とした、本案件を日本政府に要請し、JICA

は 2007 年 7月に事前調査団を派遣し、技術協力の枠組みについて合意した。 

 

(2）相手国政府国家政策上の位置付け 
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マダガスカル国政府は、国家開発計画(1997-2001)、PRSP(2003-2006)、マダガ

スカル・アクション・プラン(MAP)(2007-2011)で、感染症罹患率の減少、安全な

水へのアクセスと衛生向上を重点目標に位置付けている。 

 

(3) 他国機関の関連事業との整合性 

特になし。 

 

(4) 我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画又はプログラム上の位置付け 

マダガスカルに対する日本の援助政策は、1997 年の政策協議以来、両国間の議

論を通じて発展してきてはいるが、国別援助計画に類する体系的・包括的な文書

として取りまとめられてはいない。しかし、これまで公表・策定されてきた政策

協議(1997 年)、パートナーシップ・ワーキング・グループ協議(2005 年-)、JICA

国別実施計画重点分野/プログラム(2005 年度、2006 年度)のいずれにおいても、

安全な水へのアクセス・水供給、感染症対策の推進/保健・医療は、重点分野に掲

げられており、本案件と整合性がとれている。 

４．協力の枠組み 

(1) 協力の目標(アウトカム)と指標 
 本案件は成果 1 として、対象地域で実績のある 4 つ水管理委員会を「パートナ

ー水管理委員会」とし、その他の 20の水管理委員会の組織強化を住民同士による

水平的協力を通じて実施する。成果 2 では機械技術者や井戸掘削技術者の研修を

通じて、給水施設の修理・更生技術の向上を目指す。同時に、成果 3 で研修プロ

グラムや教材の改善を通じた衛生啓発を担っている行政の能力向上を行う。その

結果を受けて、衛生啓発活動の実践者への研修が行われ、児童を含めた地域住民

へ衛生啓発活動が実施されることが成果 4 である。成果 5 の成果・教訓の県内及

び県外で共有されることを通して、プロジェクト目標である「対象地域における

給水施設維持管理能力と衛生行動が改善する」ことを目指す。 

 

① プロジェクト目標 

対象地域における給水施設維持管理能力と衛生行動が改善する。 

指標 1：対象地域の水管理委員会の財政状況が改善する。 

指標 2：対象地域における住民の意識が変化し、適切な衛生行動を行う。 

 

② プロジェクト上位目標 

アッチモ・アンドレファナ県において給水施設維持管理能力と衛生行動が改善す

る。 

指標：プロジェクトのグッド・プラクティスが県内の関係諸機関に認識され、プ

ロジェクト対象地域外でも実践されている。 
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(2) 成果(アウトプット)と活動 

① 成果 1：対象地域における水管理委員会の給水施設の運営・維持管理能力が向上す

る。 

活動 

1-1 対象地域の水管理委員会を指導するパートナー水管理委員会と対象地域の水管理

委員会の給水施設の運営・維持管理状況を調査・確認する。 

1-2 パートナー水管理委員会を再研修（経理、料金設定・徴収、日常の施設維持管理）

する。 

1-3 水管理委員会に係る既存のマニュアルを改編する。 

1-4 改編されたマニュアルをもとに、パートナー水管理委員会と協力して対象サイト

の水管理委員会の研修を実施する。 

1-5 1-4 の研修を踏まえ、対象サイトの水管理委員会が管理活動（料金設定等）を実

施する。 

1-6 水管理委員会が作成する月例活動報告書等をもとにモニタリングを行う。 

 

指標 

1-1 水管理マニュアル（組織運営・日常点検整備）の改訂版が完成する。 

1-2 対象サイトの水管理委員会が研修を修了する。 

 

② 成果 2：エネルギー省県支局(DIRE)及び対象地域の水管理委員会技術者の給水施設
修理・更生能力が向上する。 

活動 

2-1 エネルギー省県支局(DIRE)と対象地域の水管理委員会技術者の能力についての調

査を実施する。 

2-2 既存の修理マニュアルの課題点を検討し改編する。 

2-3 DIRE と対象地域の水管理委員会技術者に対し、給水施設の修理・更生に関する技

術研修を実施する。 

2-4 2-3 に基づき、DIRE と対象地域の水管理委員会技術者が給水施設を修理する。 

2-5 管路系給水施設（レベル 2）、手動式ポンプ付き深井戸（レベル１）のスペアパ

ーツの種類別に流通経路を確認し、必要なスペアパーツを購入する。 

2-6  DIRE の井戸掘削技術者に対し、井戸の更生工事の実習を行う。 

2-7  DIRE が対象地域外の水管理委員会技術者に技術指導を行う。 

 

指標 

2-1 修理マニュアルの改訂版が完成する。 

2-2 DIRE(3 人)と対象地域の水管理委員会技術者(20 人)が修理技術研修を修了する。 

2-3 修理技術研修を受けたDIREと対象地域の水管理委員会技術者が少なくとも2給水

施設で修理を実施する。 
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2-4 DIRE 井戸掘削技術者(6人)が、井戸更生工事の実習を終了する。 

2-5 DIREが対象地域以外の少なくとも10水管理委員会技術者に技術指導を実施する。 

 

③ 成果 3：行政機関(学校・保健センター等)の衛生啓発行政が改善する。 
活動 

3-1 対象地域における衛生施設（便所）整備、衛生行動のベースライン調査とインパ

クト調査を実施する。 

3-2 教育省県支局(DREN)の衛生教育分野に関する研修プログラムや教材を調査・確認

する。 

3-3 衛生教育現場における課題（教授法・給水の現状）を抽出する。 

3-4 DREN(SEG:教務課)の研修プログラムや教材を改善する。 

3-5 改善されたプログラムを使って DREN(SEG)が、学区事務所(CISCO)と教育管理官事

務所(ZAP)の担当職員へ研修を実施する。 

3-6 保健省県支局(DRS)の既存の衛生啓発活動及び教材を調査・確認する。 

3-7 3-6 を踏まえ、現場における衛生啓発活動の課題を抽出する。 

3-8 DRS の研修プログラムや教材を改善する。 

3-9 改善されたプログラムを使って DRS(IEC 担当官)が郡事務所(SSD)の担当職員へ研

修を実施する。 

 

指標 

3-1 プロジェクトの開始年次と終了年次に KAP調査が実施され報告書が作成される。 

3-2 教育省県支局の研修プログラムや教材(衛生教育関連)が改善される。 

3-3 改善された研修プログラム(衛生教育関連)を使って少なくとも年 1 回初等教育教

員対象の研修が実施される。 

3-4 保健省県支局の研修プログラムや教材（衛生啓発関連）が改善される。 

3-5 改善されたプログラムを使って DRS(IEC 担当官)が郡事務所(SSD)の担当職員へ研

修を少なくとも年 1回は実施する。 

 

④ 成果 4：対象地域内の保健センターと小学校の両機関が所在するサイトにおいて、
地域住民の衛生意識・行動が改善する。 

活動 

4-1 対象地域内の保健センターと小学校の両機関が所在するサイトの保健センター職

員・ボランティア保健普及員及び小学校教員に集中研修をする。 

4-2 対象地域内の保健センターと小学校の両機関が所在するサイトに、衛生啓発・衛

生教育用の施設（トイレ、簡易手洗い設備）を設置する。 

4-3 対象地域内の保健センターと小学校の両機関が所在するサイトにおいて、4-1 を

踏まえた衛生啓発活動及び衛生教育を実施する。 

4-4 活動の結果を 3-4、3-8 の研修プログラムに反映させる。 
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指標 

4-1 サイト地域の少なくとも保健センター職員 10人、ボランティア保健普及員 20人、
公立小学校 10校の教員 2名ずつが集中研修を終了する。 

 

⑤ 成果 5：プロジェクトの成果・教訓が県内及び国内で共有される。 
活動 

5-1 県内の関係諸機関に対してセミナーを開催し、プロジェクトの進捗と成果を発表

する。 

5-2 県開発審議会1においてプロジェクトの進捗と成果を発表する。 

5-3 WASH 国内委員会2においてプロジェクトの進捗と成果を発表する。 

 

指標 

5-1 プロジェクトの成果・教訓の取りまとめが住民を含む関係諸機関に配布される。 

 

(3) 投入(インプット) 

① 日本側（総額役 1.8 億円） 

専門家：計 33人月程度 

・ 総括/村落給水  

・ 機械整備  

・ 井戸掘削 

・ 衛生啓発 

機材：1,000 万円程度 

・ 送水管ネジ切り機 

・ ハンドポンプ 

・ 水中ポンプ 

・ 発電機 

衛生施設建設（10ヶ所）： 200 万円程度 

車両(1台)：500 万円程度 

現地活動費：2,100 万円程度 

2008 年度 2009 年度 2010 年度 

1,000 万円 800 万円 300 万円 

                                            
1 県開発審議会は、県内の各省支局や県レベル委員会（WASH県委員会等）の活動を監督し、
活動の優先順位の検討を行う委員会。県議会により招集される。 
2 WASHは、安全な水、衛生施設、衛生行動(Safe Water, Sanitation and Hygiene)の頭文字をと
った国際的な啓発活動の総称。マダガスカルではWASH活動と協働する体制が整っている。エ
ネルギー省、保健省、教育省は、WASH 国内委員会にコーディネーターを出している。WASH 国内

委員会のもとに県委員会がある。 
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②マダガスカル側 

・カウンターパート職員の配置 

・日本人専門家執務環境（事務所スペース） 

・事務所維持管理費用 

・井戸掘削機械一式の提供 

 

(4)外部要因 

①前提条件 

・ エネルギー省のカウンターパート職員が変更しない。 

・ 関係諸機関がプロジェクトを支援することで合意する。 

②成果達成のための外部要因 

・ 研修や活動の参加者がプロジェクト期間中に大きく変動しない。 

・ 水管理委員会によるあらたな活動や既存の規定の変更(料金改定等)が住民に受け

入れられる。 

③プロジェクト目標達成のための外部要因 

・ マダガスカル国政府の水・衛生政策が大幅に変更されない。 

・ 中央・地方の関係諸機関によるプロジェクトへの支援が継続する。 

④上位目標達成のための外部条件 

・ マダガスカル国政府の水・衛生政策が大幅に変更されない。 

・ 中央・地方の関係諸機関による水・衛生分野への支援が継続する。 

５．評価 5項目による評価結果 

(1) 妥当性 

① マダガスカル国政府の政策との合致 

マダガスカル・アクション・プラン(MAP)(2007-2011)で、感染症罹患率の減少、

安全な水へのアクセスと衛生向上が重点目標に揚げられている。マダガスカルの

水・衛生セクターについては、エネルギー省、保健省、教育省、国際機関や国内

外の NGO が協働する WASH 政策が推進されており、給水を所轄するエネルギー省の

みならず、衛生啓発を行う教育省、保健省の県支局を準カウンターパート機関と

する本案件は、WASH 活動目的と合致する。 

 

② 日本の ODA 政策との合致 

1997 年の政策協議、パートナーシップ・ワーキング・グループ協議(2005 年-)、

JICA国別実施計画重点分野/プログラム(2005年度、2006年度)いずれにおいても、

安全な水へのアクセス・水供給、感染症対策の推進/保健・医療は、重点分野に挙

げられており、本案件と合致している。 

 

③ ターゲット・グループ及び対象地域のニーズ 
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エネルギー省県支局は給水施設維持管理、保健省及び教育省支局は衛生啓発活

動・衛生教育について、それぞれ行政サービスの強化が必要であると認識してお

り、同分野での技術協力へのニーズは総じて高い。 

また、実際に村落において給水施設維持管理を担う水管理委員会の委員や技術者

からも、給水施設維持管理及び衛生啓発の強化・改善の必要性が指摘されている。

本案件の趣旨は、対象地域住民のニーズに合致している。 

 

(2) 有効性 

本案件は、以下の点から有効性が見込まれる。 

① 「対象地域における給水建設維持管理能力と衛生行動が改善する」というプロジェ

クト目標は明確であり、既にある程度の給水施設建設・修繕・維持管理能力を有

するエネルギー省県支局技術者の能力強化、既に一定の保健衛生啓発・衛生教育

を実施している保健センター職員・ボランティア保健普及員(アニマトゥール)や

公立小学校教員の能力強化を行うことにより、効果が見込まれる。 

② 給水施設維持管理及び衛生啓発活動については、行政のみならず、村落住民（水
管理委員会やボランティア保健普及員）の能力向上を目指しており、住民の参加

により地域の現実に即した活動が行われ、成果を挙げることが期待される。 

③ 活動の中で最も難しいと思われるのは、活動 1-5「1-4 の研修を踏まえ、水管理委
員会が管理活動（料金改定等）を実施する」である。しかし、これまで実施され

たワークショップや聞き取りから、多くの水管理委員会において、長期にわたり

料金改定が行われていないこと、水料金の見直しや経理手続きの透明化なしには、

財政の健全化、ひいては給水維持管理の自立発展性はない、と承知していること

が分かっている。本案件では、20 水管理委員会の中から財政管理に関し、少なく

とも一事例以上のグッド・プラクティスが形成されることを想定しており、これ

を他の地域に広報し、普及させていく計画である。 

④ 「対象地域における給水施設維持管理能力と衛生行動が改善する」というプロジ
ェクト目標は、村落において日常的に給水施設の維持管理を担っている「対象地

域の水管理委員会の給水施設の運営・維持管理能力が向上する」こと、アッチモ・

アンドレファナ県村落部の給水施設建設・修繕・維持管理サービスを提供する「エ

ネルギー省県支局(DIRE)及び対象地域の水管理委員会技術者の給水施設修理・更

生能力が向上する」こと、そして県内全域で衛生啓発活動及び衛生教育を実施し

ている「行政機関（学校・保健センター等）の衛生啓発行政が改善する」ことに

よって達成されるという理論構成になっている。 

⑤ これに加え、対象地域の中から特定の条件（対象地域内の健康保健センターと小
学校の両機関が所在するサイト）を備えた 10ヶ所を選び、特に重点的に住民の参

加を促すパイロット・プロジェクトを実施して「地域住民の衛生意識と行動が改

善する」グット・プラクティスを形成し、これが関係諸機関にセミナー等を通じ

て「プロジェクトの成果・教訓が県内及び国内で共有される」ことによって、安
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全な水へのアクセスが困難であり、下痢を中心とする水因性疾患率の高い「アッ

チモ・アンドレファナ県において給水施設維持管理能力と衛生行動が改善する」

という上位目標につなげていく戦略である。 

 

(3) 効率性 

本案件は、以下の理由から効率的な実施が見込まれる。 

① 物質的な投入は必要最小限におさえ、水管理委員会や各省の研修システムなど既存
の組織・システムを活用することでコストを抑える一方、技術協力の成果、水管理

委員会と衛生に関係する諸組織の技術やサービスが改善し、県全体に間接的な裨益

効果が波及するようにプロジェクトを設計している。 

② 給水施設に関する技術研修は、エネルギー省県支局の技術者及び対象地域の水管理
委員会技術者のみで数は少ないが、現在の技術水準を考えれば、技術協力対象とし

て最適であり、今後の波及効果が見込まれる。 

③ さらに技術研修は、4つのパートナー水管理委員会の協力により、「住民から住民へ」
の効果的な実施を図る。 

④ 本案件の技術協力のターゲット・グループは大きくない。しかし、アッチモ・アン
ドレファナ県一帯の給水施設の建設・修繕・維持管理サービスを提供しているエネ

ルギー省県支局技術者に研修を行うことで、県全体に裨益効果が及ぶことが見込ま

れる。また、給水施設管理状況の良好なパートナー水管理委員会の協力を得て、現

地の状況に即した効率的な研修の実施を図る。 

⑤ 衛生啓発・衛生教育については、さらに少ない投入で大きな波及効果が見込まれる。
本案件では、保健省及び教育省の既存の研修システム（上位組織から下位組織に研

修内容を普及させる方式。下位組織ほど研修人口は増加する。）を活用することで

高い効率性を見込んでいる。まず、各県支局レベルで、研修運営や教授法・教材の

改善を実施し、次に、衛生啓発・衛生教育に関わる職員、教員及びボランティア保

健普及員全員をターゲットに、改善された教授法や教材使用の研修を実施する。 

⑥ 加えて、特定の条件(対象地域の保健センターと小学校の両機関が所在するサイト)
を備えた 10 ヶ所では、給水施設管理と衛生啓発・衛生教育を組み合わせたパイロ

ット・プロジェクトを実施し、少ない投入で「地域住民の衛生意識・行動が改善す

る」グッド・プラクティス事例を形成することを想定している。 

 

(4) インパクト 

本案件の実施によるインパクトは以下のとおり予測できる。 

① エネルギー省県支局及び水管理委員会による給水施設維持管理能力の向上により、
住民への安定的な給水が行われる。 

② 保健省・教育省による衛生啓発・衛生教育が現在よりも効果的に実施されることに
より、住民の衛生意識の変化と衛生行動の改善、水因性罹患率の低下が期待される。 

③ 本案件では、給水施設整備に係る技術研修の実施、保健省・教育省における研修シ
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ステム（教授法や教材）の改善に加え、給水施設維持管理と衛生啓発・衛生教育を

組み合わせたパイロット・プロジェクトからグッド・プラクティスの事例を形成し

て、様々な媒体を通じて県内の関係諸機関に広めることで、対象地域以外でもその

グッド・プラクティスが応用・実践されていくことを想定している。 

 

(5) 自立発展性 

本案件は、マダガスカル国政府及び村落住民により、プロジェクト終了後も持続される

と見込まれる。 

① マダガスカル国政府は、感染症罹患率の減少、安全な水へのアクセスと衛生向上
を重点目標に掲げていることから、カウンターパート機関であるエネルギー省県

支局及び準カウンターパート機関の保健省・教育省県支局のコミットメントとオ

ーナーシップが継続的に確保される見込みである。 

② エネルギー省県支局の技術者は、現時点でも一定の技術水準に達している。本案
件において井戸洗浄の技術を習得すれば、今後予想されるアッチモ・アンドレフ

ァナ県内の修繕・維持管理要請には十分応えることが可能となる。 

③ 水管理委員会が、本案件実施により修繕・維持管理費用を継続的に準備できるよ
うになれば、エネルギー省県支局の技術サービスの利用が増え、自立発展性が高

まると期待される。 

④ マダガスカルの村落では、住民が合意したルールを遵守する傾向が顕著である。
したがって本案件により料金改定を含む給水施設維持管理に関する水管理委員会

の内部規定が設定され、住民に周知されれば、プロジェクト終了後もこのルール

が持続される可能性が高い。 

⑤ 行政・住民の両方向へのアプローチを通じて、水管理委員会の組織力強化、給水
施設の維持管理能力向上、衛生啓発・衛生教育の強化を行い、そのグッド・プラ

クティスの事例を収集して、県内の関係諸機関・諸組織へ広報することにより、

プロジェクト終了後も県内の各村落への波及効果が期待できる。 

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

プロジェクト目標の指標ともなっている水管理委員会の財政状況改善は、維持管理能

力の向上だけではく、水料金の値上げを行う可能性もあり、貧困層や社会的弱者に配慮

する必要がある。このため本案件では、衛生啓発・衛生教育により、利用目的に応じた

水源の使い分けや煮沸、ろ過など、安価な方法で安全な水を確保する方法の周知に重点

を置き、水因性疾患の減少を目に見える形で住民に示すことで、持続的効果の発現を見

込んでいる。 

７．過去の類似案件からの教訓の活用 

(1) セネガル「安全な水とコミュニティ活動支援計画」からの教訓 
「水供給施設の管理には、従量制の水料金徴収システムの運用が有効である。」こ

とを踏まえ、本案件では従量制の水料金徴収システムの導入の可能性を検討する。 
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(2) メキシコ「電子分野における研究・教育手法の開発プロジェクト」からの教訓 
「外に向けた広報活動は積極的に取り組んでいくべきである。プロジェクトの成果

を広報するチャネルを構築しプロジェクトの存在意義をアピールしたことで活動

が評価され、それが州政府の支援へとつながっており、プロジェクト終了後の継続

性が確保されている。」ことを踏まえ、本案件では現地メディアとの関係を日ごろ

から構築してゆく。 

８．今後の評価計画 

運営指導：プロジェクト開始時に実施。 

終了時評価：プロジェクト開始後、1年 6ヶ月後を目処に実施。 

 

 


